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第２期小千谷市子ども・子育て支援事業計画 パブリックコメントに対する市の考え方について 

 

№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

1 7 第１章 

６ 

計画の策定体制と住民

意見の反映 

アンケート形式のニーズ調査の結果と子ども・子

育て支援会議の議事録について、ホームページなど

でも構わないので結果を市民に周知してほしい。 

平成３０年度に実施したニーズ調査結果について

は、既に市のホームページで公表しています。 

 子ども・子育て支援会議の議事録については、会議

委員の了解により、会議要旨または概要版としてホ

ームページに掲載します。 

無 

2 16 

17  

77 

 

 

第２章  

２(２) 

母親の就労状況 

第４章 

４(3) 

①時間外保育事業 

(延長保育事業) 

 母親の就労条件について、出勤時間が早くなり、帰

宅時間が遅くなっている。保育園の開園時間が現状

のままでいいのかなど課題が山積している。 

開園時間については、時間外保育の希望がある場

合、早朝保育は公立保育園において７時１５分から、

延長保育は公立保育園及び私立認定こども園におい

て午後７時まで実施しています。 

 現在、午前７時１５分から７時３０分までの早朝

保育の利用児童は６人であり、より早い時間からの

保育の相談は受けていません。 

なお、開園時間外にも保育が必要な場合は、個別に

相談をいただくか、ファミリー・サポート・センター

を利用いただければと思います。 

無 

3 19 

70 

 

 

第２章 

２(２) 

母親の就労状況 

第４章 

３(1) 

②保育施設（認定こども

園、認可保育所） 

 現在は就労していないが、「すぐに就労したい」「下

の子どもの手が離れたら就労したい」など切実に就

労を希望している現実があり、社会生活の変化の速

さに対応して対策を講ずる必要がある。 

就労を希望する意向に対応できるように、保育施

設の利用ニーズが高い状況が続いている０～２歳児

（未満児）については、市内の私立幼稚園がすべて認

定こども園に移行したことにより、保育ニーズの受

け皿が確保できている状況です。 

 今後も未満児の保育ニーズは高い状況が続くこと

が見込まれるため、引き続き受け入れ体制を確保し

ていく内容としています。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

4 30 第２章 

７ 

結果２ 

保育士等の子育てサー

ビス等に携わる人材の

確保 

保育士や指導員の確保、人材育成の課題について。 

求人が充当されない現状。新潟市は２０２０年度家

賃補助を新設する。都会へ若い保育人材が流出する

現状。長岡市子育て支援員研修制度なども参考に、保

育・介護・障がい者支援を含めた支援員研修を当市で

も新設し、人材確保にあたるべきでは。 

保育士や放課後児童クラブの支援員の人材確保

は、全国的な課題となっております。保育士について

は、処遇改善等の検討に加え、実習受入れ学校等を訪

問し、引き続き小千谷市内の就業に繋げるよう取り

組んでいきます。 

 また、人材育成については、県や保育連盟等と連携

し、研修機会の確保に努めます。 

無 

5 35 第３章 

１計画の基本理念 

基本理念にある「親子の笑顔」と「親子」を強調す

る意味合いが、様々な事情がある家庭もあるので若

干疑問に感じる。 

「子ども」と「子育て」を支援するための計画であ

ること、また、子育てに関する第一義的責任は親が有

するという認識のもと、基本理念では、「親子」とし

ていますが、様々な家庭事情があることを踏まえ、前

文において「子育てを担う親や祖父母等の家族をは

じめ、地域住民が支える地域社会づくりを目指す」と

しています。 

無 

6 42 

43 

第４章 

基本施策１ 

妊娠・出産期における支

援の充実 

「妊産婦医療費助成」についての言及がない。 「妊娠・出産期における支援の充実」に⑥「妊産婦

医療費助成（新規）」で掲載します。 

※掲載内容 

【事業概要】 

市民税非課税又は所得割非課税世帯の妊産婦に対し

て医療費の一部を助成 

【今後の方針】 

引き続き制度の周知を行い、低所得者に対し必要な

助成を行うことで、経済的負担の軽減を図る 

有 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

7 42 

43 

第４章 

基本施策１ 

妊娠・出産期における支

援の充実 

「里帰り出産」等の把握はしているのか。小千谷市

住民が市外に里帰り。小千谷出身者が市内に里帰り。

「二週間健診」の助成も産後うつ、産後ケアの重要性

から検討してほしい。 

小千谷市民の市外・県外への里帰り出産は全数把

握しており、里帰りする市町村へ小千谷市の相談先

や産後ケア等のチラシを送付し産婦に渡してもらう

など、里帰り先でも産婦・新生児訪問が受けられる体

制になっています。 

 Ｐ４３「⑤産後ケア」の【今後の方針】に「○産科

医療機関との連携をすすめ、市外医療機関で出産し

た産婦の利用を増やす」を追加します。 

市外の方の小千谷市への里帰り出産は、住所地市

町村からの依頼により把握しており、出産後に助産

師または保健師が産婦・新生児訪問に伺い、母子の状

況確認や必要に応じて市外の方でも利用できるサー

ビスの紹介などを行っています。 

産後２週間頃に実施する「産婦健康診査」について

は、県内医療機関に対して県が市町村の代理となり

一括契約する方向で進めています。  

有 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

8 42 

43 

第４章 

基本施策１ 

主な施策・事業 

⑤産後ケア 

「産後ケア」の周知が足りないのでは。利用数が伸

びていない。産婦人科だけでなく、保育園、こども園、

小児科、スーパー、開業医等でのポスターやパンフ掲

示なども検討してはどうか。 

「産後ケア」の周知については、現在、妊婦・産婦

訪問指導の際、産科医療機関においてチラシにより

周知しているほか、市立保育園や認定こども園、子育

て支援センター等においてもポスターによる事業の

周知に努めています。 

 広報おぢやでは年１回ベビーファースト運動とあ

わせて産後ケアについてＰＲをしています。今後は

小児科医療機関などにおいても、事業周知の拡充に

努めます。 

無 

9 44 

51 

第４章 

基本施策２ 

主な施策・事業 

①学童思春期保健連絡

会連携事業 

基本施策３ 

主な施策・事業 

①学童思春期保健連絡

会連携事業【再掲】 

「各種アンケートの実施」とある。確かにアンケー

トも必要だが、学校現場などの多忙化背景に「アンケ

ート記述」なども理由として挙がっている現状があ

る。重複するアンケートがないか、アンケートの頻度

なども考慮してほしい。 

現在、学童思春期保健連絡会連携事業に係るアン

ケートは、年１回の「生活習慣アンケート」と「思春

期保健アンケート」の２種類のみで質問項目に重複

はありません。平成３０年度までは、早稲田大学と共

同で「生活調査」も実施しておりましたが終了となり

ました。計画（案）では「各種アンケートを継続実施

し、実態把握の上」と掲載しているものを削除し、「子

どもたちの生活習慣向上のため各機関と連携を図

る」に修正し掲載します。 

有 

10 45 第４章 

基本施策２ 

主な施策・事業 

⑥保育サポーター派遣

事業 

市の講座などで保育サポーター派遣の実績はとても

少ない。講座への派遣目標など具体的な年間数字を

あげるべきでは。 

（保育サポーターを設置してまでも子育て世代に響

かせたい研修や講座の開設をして支援したいものは

ないのか。） 

Ｐ６７・６８の実績数と見込み数の分析はどう見て

いるのか、心もとない。 

保育サポーター派遣事業は、市が主催する講演会

やわんパークで開催される講座の際、保育ルームを

設置し、参加される保護者の子をお預かりする事業

です。 

 保育サポーター派遣事業の派遣目標は掲載してい

ませんが、今後も事業の周知に努め、子育て世代が講

座や講演会などに参加しやすい環境を整備していき

ます。 

無 

  



5 

№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

11 45 

52 

第４章 

基本施策２ 

主な施策・事業 

⑦子育てサークル支援 

基本施策３ 

主な施策・事業 

④子育てサークル支援

【再掲】 

ここ１０年程みても、当市の子育てサークル数は

極小であり、どのように市として育成や支援をして

いくのか。現状の分析と他市との比較を行い、サーク

ルが成立する具体的な支援策を危機感を持って、年

間計画を立てるなどして行うべき。 

現在、市に登録のある子育てサークルは３団体あ

り、活動場所として公共施設を無料開放しています。 

 サークルを活性化させるために、まずは子育て中

の方が気軽にサークル活動ができる、或いは参加で

きるような雰囲気づくりが必要と考えています。 

 そのため、ホームページ、ＬＩＮＥなどで、サーク

ル活動をすることのメリットや活動するサークルの

ＰＲなど、積極的に情報を発信していきたいと考え

ています。 

無 

12 46 

52 

53 

第４章 

基本施策２ 

主な施策・事業 

⑫～⑮各種手当事業 

基本施策３ 

主な施策・事業 

⑦～⑩各種手当事業【再

掲】 

世帯主（主に父親）への支給となっている現行制度

には弊害があるとの声を市内の子育て中の母親から

よく聞く。実際に離婚は成立していなくても、ＤＶや

ギャンブル依存などで、父親の育児参加がない場合

に父親に手当金が支給されると、子どもを実際は育

てている母親の手に手当金が届かない。 

各種手当の受給者は、世帯主かどうかにかかわら

ず、児童手当と特別児童扶養手当は保護者のうち収

入の高い方、児童扶養手当は主にひとり親世帯の保

護者の方、障害児福祉手当は障がい者本人であり、そ

の受給者名義の口座に手当を振り込む制度となって

います。 

 なお、児童手当については、離婚調停中やＤＶによ

る保護命令が出ている場合は、収入にかかわらず実

際の養育者が受給者となることが可能です。 

無 

13 48 

54 

第４章 

基本施策２ 

主な施策・事業 

㉔家庭児童相談員配置

基本施策３ 

主な施策・事業 

㉒家庭児童相談員配置

【再掲】 

療育の相談業務が増え、かつ複雑化する現状にお

いて、臨床心理士の設置や常勤化を図るべきでは。 

市の３歳児健康診査では当日及び予約制で臨床心

理士の発達相談を実施しています。 

療育の相談支援は、家庭児童相談員をはじめ、保健

師及び子育て支援センター、学校教育課、総合支援学

校、保育園・認定こども園等の関係機関が連携して対

応を行っており、現状においての相談体制で機能し

ていることから、臨床心理士を常勤化する予定はあ

りません。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

14 48 第４章 

基本施策２ 

主な施策・事業 

㉕児童遊園整備事業 

㉖子どもの遊び場作り

支援事業 

具体的な地域展開や年間計画が市民の目に見えて

いない。総合体育館内の遊び場は利用されていると

思うが、衛生面に課題がある。また児童遊園はなかな

か活発な利用がない課題がある。どう克服していく

か。また抜本的な考え方の転換をするべきか。 

市民の家が「おぢゃ～る」として整備されたことに

加え、旧小千谷総合病院跡地に整備予定の複合施設

には、図書館や屋内広場などの機能が整備される予

定です。子どもの遊び場作りには、引き続き取り組ん

でいきます。 

 また、体育施設等を利用した遊び場では、利用物品

の入れ替えなど、対象年齢に見合った衛生管理に努

めるとともに、児童遊園遊具等の新設・増設・修繕に

対する助成事業に引き続き取り組みながら、課題の

整理等を行っていきます。 

無 

15 50 第４章 

基本施策２ 

【参考】 

・幼児教育アドバイザ

ーの配置・確保 

・県幼児教育センター

との連携 

幼児教育アドバイザーの配置は国の動向を見て検

討する、県幼児教育センターとの連携は県に幼児教

育センターが設置されたら連携する、としているが、

主体的に取り組みを進める必要がある。 

幼児教育アドバイザーを配置している市町村は、

全国１，７１５市町村中３００市町村、幼児教育セン

ターを設置している市町村は、７９市町村に留まっ

ている状況です。 

市の幼児教育アドバイザーについては、現在配置

の予定はありませんが、計画（案）に記載したとおり、

まずは配置の必要性についての検討が必要と考えて

います。 

 また、県の幼児教育センターが設置された際には、

センターが開催する研修の受講、市内の施設に関す

る助言を求めるなど、市の幼児教育の質の向上を図

るために連携していきたいと考えています。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

16 50 第４章 

基本施策２ 

【参考】 

・外国につながる幼児

への配慮 

・医療ケア児への対応 

防災や避難所運営の面でも、全く考慮が見られな

い。該当家庭や関係者、関係団体含め、早急な意見の

聞き取りを行い、適切な支援や体制整備の構築が必

要ではないか。 

子ども・子育て支援事業計画は、幼児の教育・保育

における支援や受入体制等を主とした子ども・子育

て支援に関する内容を掲載している計画です。 

 防災や避難所運営面については、地域防災計画に

おいて位置づけていく項目と考えています。 

無 

17 53 

54 

第４章 

基本施策３ 

主な施策・事業 

⑮学校支援地域本部事

業 

祖父や曾祖父世代の地域の方だけではなく、多様

な世代や女性も多くかかわれることが重要では。ま

た、放課後子ども教室や子ども農村交流でのボラン

ティア受け入れ家庭確保は、１５ページにもあるよ

うに、女性の年齢別労働力をみても６０～７０歳代

でも働いている女性が多い現状やフルタイム×フル

タイムの家庭構成が約６割の現状を考えると、どう

ように今後確保していくのか、苦慮する状況が読み

取れる。 

ボランティアや子ども農村交流事業の受入家庭等

の確保については、各事業における課題となってい

ます。 

 コーディネーターの育成や主任児童委員、民生委

員、ボランティア等との連携、地域の多様な世代や家

庭から協力をいただきながら、地域全体で子どもと

子育て世帯を見守り・育てていく共助による環境づ

くりを目指し、各事業に取り組んでいきます。 

無 

18 56 第４章 

基本施策３ 

㉚子どもの学習・生活支

援事業 

任意事業として２０１９年度からの開始は前進。

どのようにより良い事業として継続していくのか。

良い振り返りと課題克服、改良を進めてほしい。 

令和元年度より、生活困窮世帯の子どもを対象に、

学習・生活支援事業を開始しました。ご意見のとお

り、令和２年度以降も事業の振り返りと課題整理等

を行いながら、よりよい事業となるよう進めていき

ます。 

無 

19 57 第４章 

基本施策４ 

主な施策・事業 

①子育て世代包括支援

センターの設置 

子育て世代包括支援センターの設置はいつか。 子育て世代包括支援センターを令和２年４月に設

置します。計画（案）では「令和２年度」に設置と記

載しているものを「令和２年４月」に修正します。 

有 

  



8 

№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

20 57 第４章 

基本施策４ 

主な施策・事業 

①子育て世代包括支援

センターの設置 

ネウボラ制度・ワンストップ支援体制確立のロー

ドマップを示してほしい。 

計画にロードマップは掲載しませんが、令和２年

４月に子育て世代包括支援センターを設置すること

により、市のワンストップ支援体制を確立し、ネウボ

ラ体制を推進していきます。 

 なお、支援体制等の内容については、計画（案）の

「子育て世代包括支援センターの設置」や「母子保健

型利用者支援事業」により掲載しています。 

無 

21 58 第４章 

基本施策４ 

⑦LINE による子育て情

報発信 

過去の情報発信事業はほぼ目的達成されないまま

２０１８年度で廃止となる。実際に利用する子育て

世代の意見やその家庭と接している現場の職員でよ

く検討して、より良い情報発信をしっかりと行って

ほしい。 

令和元年度より、各子育て支援に関する情報につ

いては「わんパーク」で集約し、ＬＩＮＥでの情報発

信を行っています。 

 まずは、登録者を増やすための周知に努めること

と、発信する情報の内容の充実を図っていきます。 

無 

22 59 第４章 

基本施策４ 

「健やかに生み育てる

環境づくり」に掲げる健

康目標 

「体罰や暴言、ネグレクト等によらないで子育て

をしている親の割合」について、なかなか厳しい数

字。子育て世代のしんどい過酷な状況も伝わる。新設

される子育て世代包括支援センターの存在意義が問

われる。改善や支援を切実に求められていると思う。 

ご意見として受け止め、令和２年４月に設置する

子育て世代包括支援センターを中心に、関係機関と

連携を図りながら、妊娠期から子育て期まで切れ目

のない支援に取り組んでいきます。 

無 

23 59 第４章 

基本施策４ 

「健やかに生み育てる

環境づくり」に掲げる健

康目標 

「積極的に育児している父親の割合」について、６

１．０％は６４ページのフルタイム×フルタイム家

庭の６０％と連動する数字。その割に男性の育休取

得は極極極小。市として積極的な意識改革が切実に

必要。当市の出生数の急激な減少に、消滅危機と同時

に真剣な子育て支援の必要性を感じる。 

父親が育児に協力的かどうかは、２人目・３人目の

子どもを持つかどうかにも影響することが考えられ

るため、少子化対策としても重要な問題です。 

 父親の育児参加のためには、父親の子育てに関す

る意識と職場の環境や理解が重要と考えられること

から、男性の育児休業制度等について、職場と父親の

両方への周知やうぶごえ教室などにより、父親の育

児に対する理解を深める機会の提供を行います。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

24 67 

68 

第４章 

基本施策５ 

地域子ども・子育て支援

事業のニーズ量の見込

み 

養育支援訪問事業について、平成２７年度から平

成３０年度は３倍。なぜ、見込みが平成３０年度実績

より少なく推移するのか。新設される子育て世代包

括支援センターの存在意義が問われる。改善や支援

を切実に求められていると思う。 

養育支援訪問事業については、第１期計画での見

込み数値を３０件としていたものを、第１期計画中

の実績を踏まえ第２期計画では１００件と見込んだ

ものです。 

しかしながら、ご意見のとおり、第１期計画期間中

の訪問件数が増加傾向にあること、また、令和２年４

月に子育て世代包括支援センターを新設すること

で、さらなる決め細やかな対象把握を行っていくこ

とを考慮し、令和２年度から令和６年度の見込み数

値を「１４０」件に修正します。 

有 

25 67 

68 

第４章 

基本施策５ 

地域子ども・子育て支援

事業のニーズ量の見込

み 

延長保育事業、病児・病後児保育事業、ファミリー・

サポート・センター事業について、平成２７年度から

平成３０年度の利用減の背景が疑問。需要はあって

も使いにくい背景や制度があるのではないか。 

延長保育事業の利用が減少した背景は、児童数の

減少や保護者の就労状況等の影響によるものと考え

ています。 

また、ファミリー・サポート・センターの利用が減

少した背景は、就園率の上昇、保育園・認定こども園

における早朝保育の開始、放課後児童クラブを利用

する児童の増加などの影響があると考えています。 

 事業を利用する上の手続き等については、安心し

て利用していただくための手順であるため、利用者

の理解を得ながら今後も事業を進めていきます。 

無 

  



10 

№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

26 70 第４章 

３(1) 

②保育施設（認定こども

園、認可保育所） 

平成３１年１月に行ったアンケートのニーズ把握

にもとづいて、未満児保育はいつまでに何を実行す

るのか。 

子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、幼児

教育・保育のニーズ量を国の示す方法により算出す

る必要があるため、平成３０年度に実施した「子ど

も・子育て支援事業に関するニーズ調査結果」のデー

タをもとに、計画期間の各年度における保育施設の

ニーズ（量の見込み）を作成しました。 

 この算出したニーズ量に対して、現在市内の保育

施設においては受け皿が確保できていますので、引

き続き現行の体制により受け入れする内容としてい

ます。 

無 

27 75 第４章 

基本施策５ 

３（２） 

①乳児家庭全戸訪問事

業 

１００％訪問にならない背景には何があるのか。 「再三連絡をしても返答がない」、「事前に連絡を

していたが訪問を受けられることを知らなかった」

等の理由により１００％に至っていませんが、未実

施家庭は年１～２件であり、増加しているものでは

ありません。訪問未実施者に対しては、開業助産師、

医療機関等の関係機関との情報共有により、家庭状

況を把握した上で支援を継続し、４か月児健診にお

いても必ず状況を確認しています。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

28 78 第４章 

基本施策５ 

３（３） 

④病児保育事業 

当初の広報おぢやの告知では、解熱後５日後に利

用できるとの状況もあった。病児ではなく、病後児に

なるのでは。 

病児病後児保育事業は、子どもの命を預かる新規

事業であり、医療機関が併設していない運営である

ため、受け入れ基準や緊急時の対応等については、協

力医療機関と協議して決めたものです。ご意見をい

ただいた受け入れ基準については、今後も協力医療

機関との協議を継続し、安全性を保ちつつ、より利用

しやすいサービスの提供に努めていきます。 

なお、令和２年３月１日より、インフルエンザ、水

痘、流行性耳下腺炎の受け入れ基準を見直しました。 

無 

29 81 第４章 

５ 

(1)放課後児童健全育成

事業(放課後児童クラ

ブ) 

学童保育は、親が仕事を続けるための命綱であり、

安心して預けるための場所を確保する必要がある。

また、無償化に向けて進めることが必要である。 

放課後児童クラブの場所の確保については、今後

も的確なニーズ把握を行いながら、提供体制の確保

に取り組んでいきます。 

 利用料については、クラブを運営するために必要

な経費の一部を保護者から負担いただいています

が、放課後児童クラブを利用している家庭、利用する

必要のない家庭が存在し、無償化により偏った支援

になる恐れがあります。今後も必要な経費は保護者

から負担いただくこととします。 

無 

30 ― その他 小千谷市の各種サービスにおいて、利用したいと

希望する保護者が就学前児童で１～２割、小学生で

１割未満で、施策が現実の後追いになっている。どの

ように改善するのか。 

平成３０年度に実施した「子ども・子育て支援事業

に関するニーズ調査」において、市の実施している各

種サービスの利用希望を調査したところ、ご意見の

とおり、サービスを「利用したい」と回答した割合が

全体の１～２割だったものです。 

 施策が現実の後追いになっているとのご指摘につ

いては、各サービス内容の周知を始め、より利用しや

すいサービスとなるよう、各事業のニーズ把握や課

題整理等を適宜行いながら改善に努めていきます。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

31 ― その他 三つ子の母として、多胎育児（双子・三つ子等）の

家庭への制度の確立、「多胎育児の子育て支援サービ

ス」について計画に記載してほしい。以前「多胎育児

に対する市の支援」について問い合わせたが、具体的

な事業や制度がない状況だった。現状では、「実施し

ている事業での柔軟な対応」になる旨の説明だった

が、それでは十分ではない。新潟県は全国の分娩件数

と比較すると多胎分娩が高いとのこと。県内に多く

の多胎育児をしている方がいることは事実であり、

多胎妊娠・育児は情報が少なく不安なことがたくさ

んある。そのような時、「小千谷市は多胎育児の家庭

にはこのような支援がある」と提示されていると、そ

れだけで不安の軽減となる。多胎育児の大変さは成

長と共に変わり、近くに頼れる人がいれば良いが、市

からのサポートが必要。三つ子を育てている親とし

て、多胎育児に必要なのは、「切れ目のない支援」と

「少しのおせっかい」だと思う。ぜひ多胎妊娠をされ

た方が「小千谷市で産みたい・育てたい」と思えるよ

う対応・計画への掲載をお願いしたい。 

現在は多胎児のいる家庭に対して具体的な事業や

制度はなく、実施している事業の中で個別に必要な

支援を検討し、柔軟な対応をしているのが現状です。 

 出生届や転入届の手続きの際に配布している「子

育て支援ガイドブック」には、多胎児のいる家庭に対

しての支援の内容を掲載しておりませんが、ご意見

のとおり、支援内容の提示は育児不安の軽減につな

がると考えられます。 

今後は「子育て支援ガイドブック」を配布する際、

多胎児のいる家庭に対しては、利用できるサービス

や、個別に対応できる支援の例などをまとめた資料

配布について検討します。 

また、多胎児がいる家庭に対する支援については、

国が支援を拡充する動きがありますので、制度の内

容が明らかになった段階で判断していきます。 

無 
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№ 頁 項目 意見 意見に対する市の考え方 計画の修正 

32 ― その他 小学生の学童保育（放課後児童クラブ）について、

金額の負担軽減をお願いしたい。 

三つ子の子どもたちが数年後小学生になったとき

に、３人同時に学童保育を利用すると家計の負担が

とても大きい。 

３人分の学童の金額を考えるとフルタイムで働きた

くても働けない。多胎の家庭だけでなく兄弟での利

用もあると思う。せめて保育料のように、２人目半

額、３人目無料など、軽減があればと思う。子どもが

１歳になってから長岡市から小千谷市へ転入してき

たが、小学校にあがってからの育児をかんがえると

長岡市のほうが良かったのかもと現状では思ってし

まう。学童保育の金額について、近隣の市と比べて妥

当なのか検討してほしい。 

現在、市では２つの法人により放課後児童クラブ

が運営されています。 

 利用料については、クラブを運営するために必要

な経費の一部を保護者の方から負担いただくもの

で、県内市町村ではおおむね 4,000円～7,000円の設

定となっており、小千谷市の学童クラブの利用料も

適正な設定であると認識しています。 

 なお、現在利用料を軽減している対象については、

生活保護世帯及びひとり親世帯かつ市民税非課税世

帯を対象としております。 

 ご意見をいただいた利用料の多子軽減について

は、他市の状況等を踏まえながら、当市の運営状況や

財政状況に則した支援策を検討していきます。 

無 

 

 

 


